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5月号

2012年 2013年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

2.6 4.0 1.6 1.7 1.8 ▲0.9 ▲0.1 0.2 ▲0.7 2.4 0.8

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

5.7 ▲14.8 5.6 4.6 ▲3.3 ▲4.3 2.6 3.9 2.8 ▲13.1 7.5

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲0.7 0.1 ▲3.2 ▲4.1 1.4 ▲2.5 ▲2.1 ▲1.3 ▲0.1 1.3 ▲0.8 2.3

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲3.8 4.9 ▲3.1 0.9 ▲0.8 5.3 ▲9.1 2.5 1.9 ▲0.6 1.1 ▲2.4

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

▲0.2 ▲3.4 0.4 ▲1.0 ▲1.6 ▲4.1 1.6 ▲1.4 2.4 0.3 0.6

完全失業率
総務省 「労働力調査」 ％

4.5 4.4 4.3 4.3 4.2 4.3 4.2 4.2 4.3 4.2 4.3

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

0.2 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.1 0.0 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.2 ▲0.3

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

▲0.7 ▲0.9 ▲1.5 ▲2.3 ▲2.0 ▲1.5 ▲1.1 ▲1.1 ▲0.7 ▲0.4 ▲0.1 ▲0.5
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主要経済統計データ

　昨年12月に発足した安倍政権の大胆な金融緩和で円安

が急速に進んだ。製造業はここで一息入れることなく、加

速するグローバル化への対応を急がねばならない。

　製造業がグローバル競争で勝ち抜くためには、組織的、

計画的なイノベーション活動の継続が必要である。製造業

が置かれる状況は常に変化している。過去の延長線上に

解はなく、また、すべてに対処できる「万能薬」的な解は

ない。成功の条件は、イノベーション、市場、お客様、そ

して製造業ビジネスの本質を理解した上で、状況に応じた

方法で考え、行動することである。

　まず、イノベーションの本質は、新しい、もしくはより大

きな価値を生む活動である。その対象は、技術だけでな

く、プロセス、ビジネスモデルなど多岐にわたる。また、

新しい要素技術だけでなく、既存の技術をシステム的に統

合して新しい価値を生むことも含まれる。市場・お客様だ

けでなく、製造業自身にも大きな価値を与えねばならな

い。それゆえ、製造業は、イノベーション活動の推進にお

いて、その成果を刈り取るプロセス・仕組みの設計に十分

配慮すべきである。

　次に、グローバル市場の本質は、お客様ニーズ、事業

機会、競争環境が多様であり、かつ時間的な変化が速い

ことである。ここで、勝ち抜くためには、自社の企業能力

を客観的に評価し、「身の丈」にあった事業・お客様の絞

り込みを行い、市場の認知度を高めることが必要である。

さらに、市場・お客様の想定外の反応を敏感に感じ取り、

素早く事業運営に反映する能力を身につけねばならない。

　最後に、製造業ビジネスの本質は、バリューチェーンを

通してお客様のニーズを製品やサービスに変え、対価とし

てお金を貰うビジネスである。これに沿って考えれば、「製

造業にお金をくれる存在はお客様だけで、どんなに優れ

た摺合せをやろうとも社内にはコストしかない」「ものづく

りの強さとは、バリューチェーンの強さであり、工作現場

の匠の技に依るものではない」ことは自明である。それゆ

え、製造業にとって最も大切な活動は、お客様の真のニー

ズを把握するためのマーケティング、それに沿った新製品

の短期開発、そして社内コスト最小化のためのプロセスイ

ノベーションである。

　製造業がグローバル競争で勝ち抜くには、上記の本質を

よく理解し、そのための必要十分条件をしっかり検討し、

実践するしかない。

　持続可能な資源利用に関する『ハーマン・デイリーの原

則』というのをご存知だろうか。①再生可能な資源の利用

速度は、再生の速度を超えないようにする、②再生不可能

な資源は、再生可能な資源による代替が可能なペースで利

用する、③「汚染物質」の排出速度は、環境による循環・吸

収・無害化の速度を超えないようにする、という３つだ。

　一方、（自然環境のなかでは）再生不可能な資源の代表

選手である金属資源は、(ⅰ)地球上では有限だが、(ⅱ)原理

的には不滅で人為的に再生可能といった特徴がある。ここ

から導かれる再生不可能資源の持続的利用のための基本

戦略は“グローバルレベルでの資源の使い回し”だ。

　例えば、人間にとって最も馴染み深い金属である鉄につ

いて見てみよう。これまでの分析結果に基づき、人間一人に

必要な鉄鋼のストック量が社会インフラなどを含めて10ト

ンと想定すると、2050年の世界人口90億人のために必要

な鉄の総量は900億トンとなる。これは、既に世界で使われ

ている鉄のストック量と現在確認されている残存埋蔵量の

合計とほぼ同レベルである。すなわち、1人10トンの鉄を上

手く使い回すサイクルができれば、人類全体が持続的に鉄

を使い続けることができると言える。

　一見、超長期の原理原則のようにも見えるが、日本の製

造業が世界のなかでポジションを維持・向上していくため

には、このような持続的な資源利用体系の構築を目標とし

て足下から行動することがカギとなる。資源の使い回しで

重要となるのが、素材や製品の生産から廃棄以降までを管

理する「ライフサイクルマネジメント」の概念である。具体的

には、①解体・再生を前提とした製品づくりと連携したリサ

イクルシステムである“リバースマニュファクチャリング(逆生

産)”、②素材を適切に分別することでトレーサビリティーを

強化して循環を効かす“素材マネジメント”などである。

　①は既に家電・自動車などで実施され始めており、②は

検討が始まっている段階だ。こうした実績を踏まえて、グ

ローバルなモノの流れのなかで、日本から輸出した製品を

再び日本に戻し素材への逆工程を日本が担うなど、製品の

ライフサイクル全体を管理するビジネスモデルを世界規模

で構築できれば、日本の製造業は優位性を発揮できる。
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将来の生活不安（注）
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創造型需要 日本再発見

　　＜国内資源の見直し＞
■再生可能エネルギー
　（地熱など未開拓分野）
■農地・森林・海洋
■人財（シニアの経験・人間力、
　女性の視点・感性）……など
⇨実は豊かな資源

　＜中長期的・構造的課題＞
■生産年齢人口の減少
■高齢化・社会保障負担
■資源・エネルギー制約
■防災・減災・安全
■財政制約 ………………など
⇨課題解決策が新産業に

視　点

人間的で快適な社会の実現、生活の質の向上

■環境・エネルギー：再生可能エネルギーと省エネ
■高齢化：健康長寿社会の実現
■農業：輸出に特化した戦略的農産物……など

規制緩和

目　的

成長分野

実現へのポイント

人　財

　　　　

特　集 豊かさの質向上を　実現する成長戦略を　

Point

○今後の経済成長は、人間的で快適な社会の　
実現を産業化する過程でもたらされる。

○課題のあるところに成長産業の芽がある。
　実現には規制緩和と「人財」施策がポイント。

○成長戦略においては、「創造型需要の創出」と
　「日本再発見」がカギとなる。

「創造型需要」と「日本再発見」
　安倍政権による経済再生に向けた政策の「3本の

矢」の第3の矢、「民間投資を喚起する成長戦略」

が近く発表される予定だ。それに先立ち、ここでは

三菱総合研究所の考える「成長戦略」のあり方を提

案したい。

　成長戦略の議論をするにあたって大切なことは、

その目的だ。新興国や途上国ではまず物質的豊かさ

を満たすことが主目的だから、経済成長それ自体を

目的にしてもおかしくはない。しかし日本のような

先進国では、より人間的で快適な社会の実現、生活

の質の向上こそが目的だ。その実現に必要な技術や

サービスを産業化していけば、結果的に成長は持続

していく。

　こうした目的志向の成長戦略では、国内市場、国

内資源の見直しを出発点にすべきだ。ここでは前者

を「創造型需要」、後者を「日本再発見」というキ

ーワードで提示したい。

　まず国内市場の見直しである。需要には創造型需

要と普及型需要がある。普及型需要の代表はテレ

ビ、自動車などの20世紀の工業製品だ。これらの

工業製品は先進国ではすでに普及の段階を終え更新

の段階に来ている。もちろん新興国や途上国ではま

だまだ普及の余地があり、一企業の戦略として考え

れば、ここに大きなマーケットがある。しかし普及

型需要での世界競争ではコストダウンや現地生産化

が決め手になる。国の成長戦略の柱とすべきなの

は、先進国ならではの新たな国内需要、すなわち創

造型需要の掘り起こしではないか。

　日本はいま、物質的な豊かさを達成する一方で、

高齢化や人口減少など先進国ならではのさまざまな

課題に直面している。解決すべき課題が多いこと

は、創造型需要を掘り起こすポテンシャルが高い国

だということを意味する。また、現在の新興国や途

上国も普及型需要が一巡した後は日本と同じような

課題に直面する。創造型需要は近い将来の世界市場

のテーマでもあるのだ。

　次に国内資源の見直し、「日本再発見」だ。日本

は資源・エネルギーに乏しいので、加工貿易立国こ

そが経済成長の原動力とされてきた。しかしたとえ

ば地熱など未開拓の分野を含めた再生可能エネルギ

ーでは相当なポテンシャルがあると言われている。

また、農地や森林あるいは海洋も新たな成長の資源

として見直すときであろう。衰退産業とされてきた

一次産業の付加価値を高め、戦略的に輸出産業化し

ていくのである。

　再発見すべき最大の資源としたいのは「人財」

だ。東日本大震災のときには、悲惨な状況下での日

本人の忍耐強さや秩序感覚が世界から賞賛された。

こうした国民性はもとより、教育水準や労働意欲の

高さなど誇るべき点はたくさんある。1人ひとりの

ポテンシャルの再発見とその実現こそが、成長を牽

引する。シニアや女性といった働き手に期待される

のも、労働力不足の解消という側面だけではない。

シニアであれば経験や人間力、女性であればその独

自の視点や感性といった人財力の側面が、より重要

である。

成長戦略における有望分野
　創造型需要の視点では、課題にこそ成長分野のヒ

ントがある。ここで注目したいのは、将来への不安

や閉塞感を与えている中長期的・構造的な課題で、

しかも世界を先取りしているような課題だ。それは

たとえば生産年齢人口の減少、高齢化と社会保障負

担、資源・エネルギー制約、防災・減災・安全（セ

キュリティー）、財政制約などである。こうした課

題から考えられる成長分野のうち、ここでは①環

境・エネルギー、②高齢化、③農業という3つを取

り上げる。

　まず「①環境・エネルギー分野」では、年間20

兆円を超える化石燃料を輸入していることを踏ま

え、新たにクリーンで経済的なエネルギー需給の姿

を実現しなければならない。課題解決に必要なの

は、省エネのさらなる推進と再生可能エネルギーの

経済性向上であろう。

　省エネについては、省エネ家電やエコカー、エコ

ハウスなどに続く新たな商品・サービスが期待され

る。たとえば、エネルギー効率改善というより、そ

もそもエネルギーをほとんど使わない「歩いて暮ら

せる街」の開発だ。また、省エネという技術に、さ

らに異なる特徴を付加することで新たなニーズに対

応できるのが「有機EL（新世代ディスプレイ）」で

ある。壁や床自体が光る、影ができない、熱を出さ

ない、形状が柔軟、軽い、まぶしくないが明るいと

いった特徴をもち、これらを活かすことでこれまで

にないニーズに応えることが可能になるだろう（ト

ピックス1参照）。

　「②高齢化」分野では、健康長寿社会の実現に向

けて、まずはビジネスから社会貢献まで高齢者の社

会参加の場を幅広く提供することが必要だ。社会参

加は健康長寿のための重要な条件の１つである。元

気な高齢者が増えることは、結果的に人財の強化と

シニア市場の活性化につながる。

　その上で、介護分野の創造的需要の掘り起こしが

必要だ。従来、これらの分野は、保険財政をはじめ

とする公的資金に支えられてきたが、それは持続可

能ではない。現在においても、たとえば特別養護老

人ホームは待ち行列状態なのである。介護関係のサ

ービスはもより、健康寿命を延伸するためのシニ

ア・コミュニティなど、事業の芽は多い（トピック

ス2参照）。

　「③農業」分野では、従前から食料自給率の低さ

や後継者不足が課題とされ、近年の改正農地法によ

り、法人が農業に参入しやすくするなどの対策も講

じられてきた。現在、TPP交渉参加表明を契機に

さまざまな議論が起きているが、戦略的に産業とし

て農業を育成することで、新たな道を切り開いてい

く格好の機会とすべきであろう。
※１　企業行動に関するアンケート調査（平成24年度、内閣府）」によれば、わ

が国の実質経済成長率の今後5年間の見通し（全産業）は+1.2%と、前年
度調査（+1.5%）を下回った。調査対象は、東京、大阪、名古屋の証券取
引所第一部および第二部に上場する全企業2,374社。うち回答企業は、
815 社（製造業425 社、非製造業390社）。調査時期は、2013（平成25）
年１月。

※２　13年度の駆け込み需要による実質GDP成長率の押し上げは+0.3%pと想
定。

※３　14年度の反動減等による実質GDP成長率の押し下げは▲0.6%pと想定。

※１　ユーロ圏諸国は、ギリシャ危機を受け域内国への金融支援を行う目的で、
10年6月に政府保証を基に欧州金融安定基金（EFSF）を創設。その後、
欧州債務危機の深刻化により、17カ国の出資による恒久的機関として欧州
安定メカニズム（ESM）の創設を決定（12年10月に発足）。
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創造型需要 日本再発見

　　＜国内資源の見直し＞
■再生可能エネルギー
　（地熱など未開拓分野）
■農地・森林・海洋
■人財（シニアの経験・人間力、
　女性の視点・感性）……など
⇨実は豊かな資源

　＜中長期的・構造的課題＞
■生産年齢人口の減少
■高齢化・社会保障負担
■資源・エネルギー制約
■防災・減災・安全
■財政制約 ………………など
⇨課題解決策が新産業に

視　点

人間的で快適な社会の実現、生活の質の向上

■環境・エネルギー：再生可能エネルギーと省エネ
■高齢化：健康長寿社会の実現
■農業：輸出に特化した戦略的農産物……など

規制緩和

目　的

成長分野

実現へのポイント

人　財

　　　　

特　集 豊かさの質向上を　実現する成長戦略を　

Point

○今後の経済成長は、人間的で快適な社会の　
実現を産業化する過程でもたらされる。

○課題のあるところに成長産業の芽がある。
　実現には規制緩和と「人財」施策がポイント。

○成長戦略においては、「創造型需要の創出」と
　「日本再発見」がカギとなる。

「創造型需要」と「日本再発見」
　安倍政権による経済再生に向けた政策の「3本の

矢」の第3の矢、「民間投資を喚起する成長戦略」

が近く発表される予定だ。それに先立ち、ここでは

三菱総合研究所の考える「成長戦略」のあり方を提

案したい。

　成長戦略の議論をするにあたって大切なことは、

その目的だ。新興国や途上国ではまず物質的豊かさ

を満たすことが主目的だから、経済成長それ自体を

目的にしてもおかしくはない。しかし日本のような

先進国では、より人間的で快適な社会の実現、生活

の質の向上こそが目的だ。その実現に必要な技術や

サービスを産業化していけば、結果的に成長は持続

していく。

　こうした目的志向の成長戦略では、国内市場、国

内資源の見直しを出発点にすべきだ。ここでは前者

を「創造型需要」、後者を「日本再発見」というキ

ーワードで提示したい。

　まず国内市場の見直しである。需要には創造型需

要と普及型需要がある。普及型需要の代表はテレ

ビ、自動車などの20世紀の工業製品だ。これらの

工業製品は先進国ではすでに普及の段階を終え更新

の段階に来ている。もちろん新興国や途上国ではま

だまだ普及の余地があり、一企業の戦略として考え

れば、ここに大きなマーケットがある。しかし普及

型需要での世界競争ではコストダウンや現地生産化

が決め手になる。国の成長戦略の柱とすべきなの

は、先進国ならではの新たな国内需要、すなわち創

造型需要の掘り起こしではないか。

　日本はいま、物質的な豊かさを達成する一方で、

高齢化や人口減少など先進国ならではのさまざまな

課題に直面している。解決すべき課題が多いこと

は、創造型需要を掘り起こすポテンシャルが高い国

だということを意味する。また、現在の新興国や途

上国も普及型需要が一巡した後は日本と同じような

課題に直面する。創造型需要は近い将来の世界市場

のテーマでもあるのだ。

　次に国内資源の見直し、「日本再発見」だ。日本

は資源・エネルギーに乏しいので、加工貿易立国こ

そが経済成長の原動力とされてきた。しかしたとえ

ば地熱など未開拓の分野を含めた再生可能エネルギ

ーでは相当なポテンシャルがあると言われている。

また、農地や森林あるいは海洋も新たな成長の資源

として見直すときであろう。衰退産業とされてきた

一次産業の付加価値を高め、戦略的に輸出産業化し

ていくのである。

　再発見すべき最大の資源としたいのは「人財」

だ。東日本大震災のときには、悲惨な状況下での日

本人の忍耐強さや秩序感覚が世界から賞賛された。

こうした国民性はもとより、教育水準や労働意欲の

高さなど誇るべき点はたくさんある。1人ひとりの

ポテンシャルの再発見とその実現こそが、成長を牽

引する。シニアや女性といった働き手に期待される

のも、労働力不足の解消という側面だけではない。

シニアであれば経験や人間力、女性であればその独

自の視点や感性といった人財力の側面が、より重要

である。

成長戦略における有望分野
　創造型需要の視点では、課題にこそ成長分野のヒ

ントがある。ここで注目したいのは、将来への不安

や閉塞感を与えている中長期的・構造的な課題で、

しかも世界を先取りしているような課題だ。それは

たとえば生産年齢人口の減少、高齢化と社会保障負

担、資源・エネルギー制約、防災・減災・安全（セ

キュリティー）、財政制約などである。こうした課

題から考えられる成長分野のうち、ここでは①環

境・エネルギー、②高齢化、③農業という3つを取

り上げる。

　まず「①環境・エネルギー分野」では、年間20

兆円を超える化石燃料を輸入していることを踏ま

え、新たにクリーンで経済的なエネルギー需給の姿

を実現しなければならない。課題解決に必要なの

は、省エネのさらなる推進と再生可能エネルギーの

経済性向上であろう。

　省エネについては、省エネ家電やエコカー、エコ

ハウスなどに続く新たな商品・サービスが期待され

る。たとえば、エネルギー効率改善というより、そ

もそもエネルギーをほとんど使わない「歩いて暮ら

せる街」の開発だ。また、省エネという技術に、さ

らに異なる特徴を付加することで新たなニーズに対

応できるのが「有機EL（新世代ディスプレイ）」で

ある。壁や床自体が光る、影ができない、熱を出さ

ない、形状が柔軟、軽い、まぶしくないが明るいと

いった特徴をもち、これらを活かすことでこれまで

にないニーズに応えることが可能になるだろう（ト

ピックス1参照）。

　「②高齢化」分野では、健康長寿社会の実現に向

けて、まずはビジネスから社会貢献まで高齢者の社

会参加の場を幅広く提供することが必要だ。社会参

加は健康長寿のための重要な条件の１つである。元

気な高齢者が増えることは、結果的に人財の強化と

シニア市場の活性化につながる。

　その上で、介護分野の創造的需要の掘り起こしが

必要だ。従来、これらの分野は、保険財政をはじめ

とする公的資金に支えられてきたが、それは持続可

能ではない。現在においても、たとえば特別養護老

人ホームは待ち行列状態なのである。介護関係のサ

ービスはもより、健康寿命を延伸するためのシニ

ア・コミュニティなど、事業の芽は多い（トピック

ス2参照）。

　「③農業」分野では、従前から食料自給率の低さ

や後継者不足が課題とされ、近年の改正農地法によ

り、法人が農業に参入しやすくするなどの対策も講

じられてきた。現在、TPP交渉参加表明を契機に

さまざまな議論が起きているが、戦略的に産業とし

て農業を育成することで、新たな道を切り開いてい

く格好の機会とすべきであろう。
※１　企業行動に関するアンケート調査（平成24年度、内閣府）」によれば、わ

が国の実質経済成長率の今後5年間の見通し（全産業）は+1.2%と、前年
度調査（+1.5%）を下回った。調査対象は、東京、大阪、名古屋の証券取
引所第一部および第二部に上場する全企業2,374社。うち回答企業は、
815 社（製造業425 社、非製造業390社）。調査時期は、2013（平成25）
年１月。

※２　13年度の駆け込み需要による実質GDP成長率の押し上げは+0.3%pと想
定。

※３　14年度の反動減等による実質GDP成長率の押し下げは▲0.6%pと想定。

※１　ユーロ圏諸国は、ギリシャ危機を受け域内国への金融支援を行う目的で、
10年6月に政府保証を基に欧州金融安定基金（EFSF）を創設。その後、
欧州債務危機の深刻化により、17カ国の出資による恒久的機関として欧州
安定メカニズム（ESM）の創設を決定（12年10月に発足）。
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図4 2013年の消費のキーワードは「安全」「家族」「余暇・レジャー」

「食」「住」「健康」など22ライフスタイル分野の
  398項目を4つのトレンドに分類

①アップトレンド②減速トレンド

③ダウントレンド ④反転トレンド

今後の実施意向
増加 変化なし 減少
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安全 家族

「賢い消費」が定着
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注）2012－2011年の変化
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注）数値は2012年の実施状況。「あてはまる」「ややあてはまる」の合計。
　　20％以上の項目のみ。

19項目

出所：三菱総合研究所・生活者市場予測システム（mif）

図１ 日本経済の回復パスのイメージ

出所：三菱総合研究所
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経済性向上であろう。

　省エネについては、省エネ家電やエコカー、エコ

ハウスなどに続く新たな商品・サービスが期待され

る。たとえば、エネルギー効率改善というより、そ

もそもエネルギーをほとんど使わない「歩いて暮ら

せる街」の開発だ。また、省エネという技術に、さ

らに異なる特徴を付加することで新たなニーズに対

応できるのが「有機EL（新世代ディスプレイ）」で

ある。壁や床自体が光る、影ができない、熱を出さ

ない、形状が柔軟、軽い、まぶしくないが明るいと

いった特徴をもち、これらを活かすことでこれまで

にないニーズに応えることが可能になるだろう（ト

ピックス1参照）。

　「②高齢化」分野では、健康長寿社会の実現に向

けて、まずはビジネスから社会貢献まで高齢者の社

会参加の場を幅広く提供することが必要だ。社会参

加は健康長寿のための重要な条件の１つである。元

気な高齢者が増えることは、結果的に人財の強化と

シニア市場の活性化につながる。

　その上で、介護分野の創造的需要の掘り起こしが

必要だ。従来、これらの分野は、保険財政をはじめ

とする公的資金に支えられてきたが、それは持続可

能ではない。現在においても、たとえば特別養護老

人ホームは待ち行列状態なのである。介護関係のサ

ービスはもとより、健康寿命を延伸するためのシニ

ア・コミュニティなど、事業の芽は多い（トピック

ス2参照）。

　「③農業」分野では、従前から食料自給率の低さ

や後継者不足が課題とされ、近年の改正農地法によ

り、法人が農業に参入しやすくするなどの対策も講

じられてきた。現在、TPP交渉参加表明を契機に

さまざまな議論が起きているが、戦略的に産業とし

て農業を育成することで、新たな道を切り開いてい

く格好の機会とすべきであろう。

　日本人の食に対する感覚のレベルは高いと言われ

ている。そこで、国内市場で磨かれた農産物の一部

は世界市場で十分に通用するであろう。小麦のよう

な普及型需要とは異なる、創造型需要の輸出産業で

ある。そのためには、輸出に特化する戦略農産物を

絞り込み、国をあげて取り組む必要がある。国家的

な戦略で世界第2位の農業国となったオランダの事

例は参考にできるのではないだろうか（トピックス

3参照）。

規制緩和と人財施策をセットで
　成長戦略の実現は、産業構造の改革を意味する。

生産性、成長性の低い産業から高い産業へのシフト

であり、産業の新陳代謝の促進だ。工業化社会では

企業の寿命は30年と言われていたが、技術革新の

スピードがますます加速するポスト工業化社会は、

産業も企業もより短命になって不思議はない。すな

わち、役割を終えた産業や企業が退場すると同時

に、新しいアイデアをもった人が次々と起業してい

くというスピーディで活気にあふれた新陳代謝が必

要だ。このような時代において、政府が成長戦略実

現に向けて行うべきことは大きく2つある。

　1つは、新陳代謝を妨げる規制の緩和や撤廃であ

る。たとえば上記で挙げた成長分野は、いろいろな

理由から規制の多い分野でもある。時代に合わない

参入障壁の排除や官事業の民間解放によって起業の

自由度、新規参入の自由度を高める。

　また、こうして魅力的で成長性の高い新しい産業

が生まれるということは、新しい雇用の場が生まれ

るということを意味する。産業構造改革は、非成長

分野から成長分野への人財の流動化を促す雇用構造

改革でもある。

　そこで政府の取り組むべき２つ目の施策として、

人財の流動化を支援する仕組みが重要になる。雇用

維持のため、衰退産業や破綻企業を国が救済するや

り方は、国の経済力低下と財政破綻を誘引すること

は歴史が証明している。しかしそれは解雇規制を緩

和すれば良いという単純な話ではない。不幸にして

90年代以降、雇用構造改革はしばしばコスト削減

の言い訳に使われてきた。その皺寄せは、若年層 ※３　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、有料老人
ホーム、グループホームのベッド数の合計

※：世界GDPに占めるウェイトはIMFに基づく（2012年10月WEO、2011年
米ドルベース換算）

＊：米国・ユーロ圏は実績
NIES4：韓国、台湾、香港、シンガポール 
ASEAN5：インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム

（15～24歳）の失業率の高さ（8.1%）（全体は4.3%）

や、非正規雇用者（男性45.5%、女性52.6%（2012

年　労働力調査））の割合の高さの問題としても現

れている。

　雇用不安の問題は、基本的にはイノベーションに

よる新たな雇用の場の創造によってしか解決されな

い。しかしそこに生じるタイムラグやミスマッチの

解消のため、教育・再教育を中心とする支援が必要

になる。また、シニアや女性の人財力を発揮しても

らうためにも、シニアには生きがいとなる仕事、女

性はライフステージに応じて能力を発揮できる環境

の整備が必要になる。たとえばスウェーデンは、人

財への投資を意欲的に行って成功した（囲み記事参

照）。日本の場合、スウェーデンのような「大きな

政府」を前提とした施策はそのままあてはまらな

い。厳しい財政制約の中で国がこうした支援をいか

に行っていくかは今後の検討課題だ。

　実は規制緩和は、今に始まった議論ではない。小

泉内閣の頃から言われ続けていることではあるが、

それにもかかわらず、なかなか進まない。その理由

は、一般的には、特定の抵抗勢力の存在が指摘され

る。しかし、それ以上に、国民の支持が十分に得ら

れていない、国民が十分に納得していないことにも

起因している可能性がある。規制緩和は、一部の企

業が儲かるだけであって、自分の生活はよくならな

いのではないか、むしろ、マイナスに作用するので

はないかといった不信や不安である。規制緩和が人

財視点の仕組みとセットで進められれば、こうした

不安の多くは解消されるであろう。

　なお、当社が試算した2030年までの成長シナリ

オでは、①労働力の改善（女性の労働参加率、高齢

者の労働力率、および、若年就業率）、②規制緩和

や起業促進により+1％程度の潜在成長率押し上げ

が可能と予測する。

スウェーデンの成長のための社会システム

　スウェーデンの国際競争力は、スイスのビジネスス

クールIMD（International Institute for Management 

and Development）の2010年世界競争力ランキング

では第5位（日本は27位）、スイス・ジュネーブに本部

を置く非営利団体WEF(World Economic Forum)の

同年の報告では、第4位（日本は10位）と世界トップ

クラスである。

　スウェーデンの労働市場政策では、成長が見込めな

い産業から積極的に成長産業に人を振り向けている。

教育や職業訓練、起業支援を無償で提供したり、訓練

期間中の所得保障もあり、個人が失業のリスクを負わ

なくてもよいシステムになっている。

　特に若者には、成長産業に流動しやすい仕組みも整

えられている。「Last in First Out」という勤続年数の

少ない人から解雇するルールである。一見、若者に不

利なルールにも見えるが、再就職の困難な中高齢者を

既存産業に残し、若年者は再教育して成長産業に移し、

活躍を促すというものである。

　女性の就労でも参考になる点がある。スウェーデン

では女性の労働力率が高い。日本の労働力率（15歳か

ら64歳に占める労働力人口の割合、労働力人口は就業者

と失業者の合計）が62.3％なのに対して、スウェーデン

は77％にのぼる。育児、家事労働、介護、教育、医療

のほとんどを地方自治体が提供し、女性が就労しやす

い社会システムがつくられているからである。

　また、個人単位で課税していることも女性の労働力

率を高めている。女性も経済的に自立するべきという

考えに基づき1971年より導入された課税方式である

が、これにより、女性の社会進出が大きく伸びたと言

われている。他にも、男女両方に14カ月の育児休暇と

休業中の所得保障がある点、安価な保育施設の整備や

会社都合の転勤が無い点なども、女性が働きやすい環

境や仕組みだ。

　高福祉・高負担を選択したスウェーデンの施策をそ

のまま日本で適用できるわけではないが、人財こそ成

長の源泉として捉えた姿勢には学ぶべき点があるので

はないか。
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出所：三菱総合研究所・生活者市場予測システム（mif）

図１ 日本経済の回復パスのイメージ

出所：三菱総合研究所

国

NPO・
地域企業

市町村市町村

国

県

地域住民

市町村

県県 県

NPO・
地域企業地域住民

対等・補完的な
関係構築

皆で協力して地域を支える

道州制へ

藩へ

対等・補完的な
関係構築

横の連携

［ 国による垂直なガバナンス ］
（これまで）

［ 各地域の自立と水平な連携・協力 ］
（今後の姿）

図2 各地域の自立と水平な連携・協力

連
　

携

図２ 世界の実質GDP成長率の見通し

0.3%

1.8%

1.6%

-  

9.3%

4.0%

4.5%

7.9%

2.7%

2011

実績

8.4%

21.6%

18.8%

22.2%

10.4%

3.0%

2.6%

2.6%

3.6%

世界GDPに
占めるウェイト※

1.0%

2.2%

-0.5%

-  

7.8%

1.6%

5.8%

3.7%

0.9%

2.3%

1.9%

-0.3%

-  

8.1%

3.7%

5.7%

5.4%

3.2%

暦年・前年比

日本（年度）

米国

ユーロ圏

新興国（下記合計）

中国

NIES4

ASEAN5

インド

ブラジル

2013

予測

0.3%

2.4%

0.8%

-  

7.8%

4.0%

5.6%

6.1%

3.8%

2014

予測

出所：実績は各種公表資料、予測は三菱総合研究所

2012

予測（*）

出所：三菱総合研究所作成

輸出
底入れ

増税後反動

内需回復

増税前駆け込み

財政出動による押上げ
10-12
2012

1-3
2015

1-3　　  4-6　　  7-9　　  10-12
2013

1-3　　  4-6　　  7-9　　  10-12
2014

経済性向上であろう。
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を置く非営利団体WEF(World Economic Forum)の

同年の報告では、第4位（日本は10位）と世界トップ

クラスである。

　スウェーデンの労働市場政策では、成長が見込めな

い産業から積極的に成長産業に人を振り向けている。

教育や職業訓練、起業支援を無償で提供したり、訓練

期間中の所得保障もあり、個人が失業のリスクを負わ

なくてもよいシステムになっている。

　特に若者には、成長産業に流動しやすい仕組みも整

えられている。「Last in First Out」という勤続年数の

少ない人から解雇するルールである。一見、若者に不

利なルールにも見えるが、再就職の困難な中高齢者を

既存産業に残し、若年者は再教育して成長産業に移し、

活躍を促すというものである。

　女性の就労でも参考になる点がある。スウェーデン

では女性の労働力率が高い。日本の労働力率（15歳か

ら64歳に占める労働力人口の割合、労働力人口は就業者

と失業者の合計）が62.3％なのに対して、スウェーデン

は77％にのぼる。育児、家事労働、介護、教育、医療

のほとんどを地方自治体が提供し、女性が就労しやす

い社会システムがつくられているからである。

　また、個人単位で課税していることも女性の労働力

率を高めている。女性も経済的に自立するべきという

考えに基づき1971年より導入された課税方式である

が、これにより、女性の社会進出が大きく伸びたと言

われている。他にも、男女両方に14カ月の育児休暇と

休業中の所得保障がある点、安価な保育施設の整備や

会社都合の転勤が無い点なども、女性が働きやすい環

境や仕組みだ。

　高福祉・高負担を選択したスウェーデンの施策をそ

のまま日本で適用できるわけではないが、人財こそ成

長の源泉として捉えた姿勢には学ぶべき点があるので

はないか。
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図 センサ－・ビッグデータ解析による新サービス創出・高付加価値化

図 スマートフォン契約数の予測
　（2012年3月予測） 

図 スマートフォン等の
　 GPS機能を利用し、
　 地図を見て移動するか

出所：三菱総合研究所
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左図）出所：株式会社MM総研ニュースリリース（2012.3.13）より
右図）出所：三菱総合研究所生活者予測システム(mif)2012年度結果より
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適切な商品・サービスを、的確なメッセージ・手段で提案

お客さま
Aさん
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One to oneマーケティングの最適化
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機能重視層

流行重視層

デザイン重視層

85％

より高次の欲求も充足されるよう進化

・温暖なリゾートでゴ
ルフ三昧のハッピー
リタイヤメント（RC）

※要介護になると移住が必要
※認知症多発
　（知的刺激が欠如）
※多世代交流の欠如

・要介護になっても同じ
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（CCRC）
・大学連携による知的
刺激、多世代交流

・（大学連携型）CCRC
・学んだ成果や経験・
知識・知見を活かし
大学や自治体などで
社会の担い手として
活躍（働く、教える、
若者サポート）

サンシティ
（アリゾナ州）

ラッセルビレッジ
（マサチューセッツ州）
サンシティ横浜
（横浜市）
※大学とは連携していない

-

特徴

例
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■ その他
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出所：三菱総合研究所作成

安全保障・防災 産業振興 宇宙科学等の
フロンティア

リモートセンシング衛星
（ASEAN展開）

2つの
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3つの
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産業振興
における
2本の柱

宇宙利用の拡大
宇宙利用によって、産
業、生活、行政の高度
化及び効率化、広義の
安全保障の確保、経済
の発展を実現

産業界への期待
民間市場の拡大、
新興国市場の獲得

自立性の確保
民間需要獲得などによ
り産業基盤維持・強化
を図り、わが国が自立
的な宇宙活動を行う能
力の保持

測位衛星
　（準天頂衛星システム整備）

図 「制度型ニーズ」から「創造型ニーズ」への転換

出所：産業競争力会議資料などを基に三菱総合研究所作成
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○力強い経済成長の原動力には新たな価値を生
み出すことが必要である。

○中長期的に見れば、エネルギー需給システム
全体の大改革は確実に進展するだろう。

○新世代照明は新たな照明ニーズを作り出し、既存
概念を打ち破る製品・サービス開発がカギに。

Point

　政府の産業競争力会議では、「クリーンかつ経済

的なエネルギー需給の実現」が成長戦略のテーマの

1つにあげられている。昨今の関連政策の見直しを

始め、中長期的に見れば、エネルギー需給システム

全体の大変革は確実に進展するだろう。たとえば、

供給では新エネルギーの導入、流通では発送電分

離、需要ではスマート化、調達ではメタンハイドレ

ードの採掘に向けた取り組みなどである。

　一方で、日本のエネルギー需要は、今後、減少傾

向にあると考えられている。そのため、エネルギー

サービスの「新旧交代」だけでは、市場全体は縮小

するマイナスサムになり、力強い原動力にはなりえ

ない。新たな価値を生み出すことが、成長の必要条

件である。

　ここでは、具体例として日本のお家芸ともいえる

省エネルギー分野から新世代照明（LED、有機EL）

を取り上げる。現在、照明器具・電球類の国内生産

額は年間約1兆円で（経済産業省生産動態統計、機

械統計2011年度）、近年、急速に白色LEDなどの

LED化が進んでいる。すでに、11年度時点で照明

器具の約半分を占めており、今後は有機ELがその

後を追うと考えられている。

　国内の電力需要のうち、オフィスの約1/4、家庭

の約1/6が照明である。新世代照明を導入し、効率

を2倍にすれば、単純計算でオフィスでは10%程

度、家庭でも7～8%程度の省エネが実現する。

　この新世代照明、特に有機EL照明の技術力や先

行製品の展開において、日本は現在、世界最高の実

力を誇る。有機ELには薄膜である、面自体が光り、

影ができない、また熱を出さない、形状が柔軟、軽

いといった特徴がある。日本の研究者や技術者は、

照明という既存概念を打ち破る製品・サービスを生

み出そうと、日夜開発に取り組んでいる。古い例だ

が、ウォークマンの出現により、「○○しながら音

楽を聴く」という新たな需要が生み出された。有機

ELもその可能性を十分秘めている。

　しかし過去を振り返ると、日本の製品が、さまざ

まな技術でトップに立ち、世界をリードしながら

も、最終的には敗者となってしまうケースも続出し

ている。再度その轍を踏むわけにはいかない。

　すでに日本発で有機EL照明の国際標準化を進め

る動きが始まっている。これを推し進めることに併

せて、一部市場投入が始まっている製品を国際的に

も認知を高めて先行すること、新たなニーズを獲得

しながら市場を形成していくことが重要である。

※　労働力率とは、生産年齢人口（一般には15歳以上人口）に占める働く意思の
ある人の割合。

※１　Siri（Speech Interpretation and Recognition Interface）：音声認識と
自然言語処理を用いたパーソナルアシスタント

※２　O2O（Online to Offline）：ネット上での活動と実店舗での活動の連携・融合
※３　AR（Augmented Reality）：拡張現実。人が知覚する現実環境をコンピュ

ータにより拡張する技術

※　「微細藻類を利用した燃料の開発」（産業競争力懇談会、2012年3月）

○「成長戦略」と「健康長寿社会の実現」のた
めには多様な規制緩和が不可欠である。

○「制度型ニーズ」から「創造型ニーズ」への転
換が必要である。

○成長戦略の実現のためには海外市場への展開
も必要である。

Point

　医療や介護の分野では、国民皆保険制度に象徴さ

れるように、すべての国民が等しくサービスを受け

られる仕組みが前提とされている。そのため、法制

度や診療報酬点数といった報酬体系が決められた上

でのサービス、つまり制度型ニーズに対応した市場

が形成されてきた。

　現在は、保険財政をはじめとした公的資金に支え

られる部分が大きいが、高齢化が進展し、医療や介

護へのニーズが増大するなかでは、そのニーズをカ

バーすることは困難だろう。さらに、人口減少が見

込まれる日本では、税収などの増大も見込みにく

い。今後は、公的資金の負担を高めることなく、医

療や介護の分野を成長産業とすることが重要だ。

　そこで、効率的かつ効果的なサービス提供を実現

するために何と言っても欠かせないのが「民間主導

型サービスの創造（創造型ニーズ）」への転換であ

る。具体的には、健康寿命を延伸するためのシニ

ア・コミュニティなどである。

　そして、そのときにカギとなるのが、現行制度を

取り巻く規制・制度の変革である。

　変革すべき制度・規制としては、主に3点。第1

に、「サービスの基礎となる実施主体の参入障壁の

見直し」である。特に、株式会社による設置・運営

主体としての医療分野への参入は重要な課題であ

り、あわせて法人種別間のイコールフッティング

（税制度、附帯事業などの整合）に取り組んでいく

必要がある。

　第2に、「外国人資格者の登用」である。ＥＰＡ（経

済連携協定）などを通じた外国人人材の育成・受け

入れの推進とともに、施設などの配置基準の見直し

を検討していく必要がある。

　第3に「アクセス向上・時間短縮」である。ＩＣＴ

を活用した遠隔サービス、ネット販売といったサー

ビスの効率化、医薬品・医療機器の研究開発や薬事

申請手続きの簡素化などがあげられる。

　なお、この民間主導型サービス市場も、国内だけ

では飽和状態となることが予想されるため、積極的

に海外に出ていくことも必要だ。アジア諸国などに

も共通して通用するビジネスプランをつくること

が、企業参画の条件になるだろう。例えば、健診や

予防、健康管理、医薬品や医療機器の物流、病院の

清掃・警備などの法制度や保険体系による国家間差

異が少ない周辺事業が考えられる。
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図 発光効率の推移 図 「制度型ニーズ」から「創造型ニーズ」への転換
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利用件数

23年度

36.60%

14,318,350
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18,052,209
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 利用率

新サービス創出・
高付加価値化

ネットワーク通信機能

■リアルタイム収集・蓄積
■無線通信、M2Mなど

多種・多様・大量データ

■時系列計測情報
■位置情報など

機械学習による解析

■事例の蓄積を活用
■新しい切り口を発見

セ
ン
サ
ー
・
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
解
析

機器

解析
技術

センサー

センサーデータ環境の進化
【高付加価値化】
故障診断・余寿命
予測による保守
サービス最適化
など

【新サービス創出】
ライフスタイルに応
じた商品情報提供
サービスなど

電子レセプト
審査へ

電子レセプト
請求へ

審査支払機関医療機関など
（社会保険診療報酬支払基金／

国民健康保険連合会）

毎月1億件
3兆円

電子レセプト

保険者
（健保組合等／
　市町村国保）

・医療費の削減
・人材損失の回避

研究機関・大学

・薬剤副作用研究
・感染症対策

国（厚生労働省）国会

閣議決定 ・医療費改定と検証
・高齢者医療制度改革

都道府県／自治体

・医療費適正化計画
・医療提供体制整備

医療費分析センター
・実態把握と変動分析
・将来推計研究

医療費データベース

（医科,歯科,調剤）

企
業

第三者提供 第三者提供

支援

支援
支援
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 利用率

23.1
（9,196,889件）

36.6
（14,318,350件）

45.4
（16,578,076件）

50.2
（17,565,557件）

52.7
（18,052,209件）

履歴データ、ウェブサイト閲覧履歴、意識データ（アンケート、SNSなど）

ビッグデータ解析

嗜好

適切な商品・サービスを、的確なメッセージ・手段で提案

お客さま
Aさん

個客の「次の購買行動」と「嗜好」を予測

One to oneマーケティングの最適化

次の購買行動
1ヵ月以内に

商品αを購入する確率 価格重視層

接客重視層

機能重視層

流行重視層

デザイン重視層

85％

より高次の欲求も充足されるよう進化

・温暖なリゾートでゴ
ルフ三昧のハッピー
リタイヤメント（RC）

※要介護になると移住が必要
※認知症多発
　（知的刺激が欠如）
※多世代交流の欠如

・要介護になっても同じ
敷地で継続的に居住
（CCRC）
・大学連携による知的
刺激、多世代交流

・（大学連携型）CCRC
・学んだ成果や経験・
知識・知見を活かし
大学や自治体などで
社会の担い手として
活躍（働く、教える、
若者サポート）

サンシティ
（アリゾナ州）

ラッセルビレッジ
（マサチューセッツ州）
サンシティ横浜
（横浜市）
※大学とは連携していない

-

特徴

例

第一世代：遊 第二世代：学 第三世代：活

米国リタイアメントコミュニティ プラチナコミュニティ

■ その他
■ 中南米、中東、アフリカ
■ 主要アジア新興国
（中国、インド、インドネシア）
■ 主要先進国
（日、米、独、仏、英）

（10億USD）
140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
19,171 28,068

40,9641,648

8,233

29,100

3,606

7,383

17,689

10,079
計：35兆USD

16,377

計：60兆USD

31,825

計：120兆USD

1990 2010 2030

出所：三菱総合研究所作成

安全保障・防災 産業振興 宇宙科学等の
フロンティア

リモートセンシング衛星
（ASEAN展開）

2つの
基本方針

3つの
重点課題

産業振興
における
2本の柱

宇宙利用の拡大
宇宙利用によって、産
業、生活、行政の高度
化及び効率化、広義の
安全保障の確保、経済
の発展を実現

産業界への期待
民間市場の拡大、
新興国市場の獲得

自立性の確保
民間需要獲得などによ
り産業基盤維持・強化
を図り、わが国が自立
的な宇宙活動を行う能
力の保持

測位衛星
　（準天頂衛星システム整備）

図 「制度型ニーズ」から「創造型ニーズ」への転換

出所：産業競争力会議資料などを基に三菱総合研究所作成
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0
日本 インド中国 ブラジルEU米国

（％）
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7.3
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出所：電球工業会資料より経済産業省作成（LED照明産業を取り巻く現状 2012年11月29日 商務情報
　　　政策局情報通信機器課より）

制度型ニーズ 創造型ニーズ

■予防・健康管理サービスの拡充
　（ヘルスケアポイント制度の導入）

■研究開発の推進
　（再生医療の研究開発など）

■ICTの活用
　（ICTを利用した健康相談事業、医
薬品のネット販売など）

■人材の育成・有効活用
　（介護ロボットの開発・普及、外国
人有資格者の活用・配置など）

■その他（ヘルスケアREITなど）

保険制度等を
背景とした
サービス市場
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0
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 白色LED
 蛍光ランプ
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○力強い経済成長の原動力には新たな価値を生
み出すことが必要である。

○中長期的に見れば、エネルギー需給システム
全体の大改革は確実に進展するだろう。

○新世代照明は新たな照明ニーズを作り出し、既存
概念を打ち破る製品・サービス開発がカギに。

Point

　政府の産業競争力会議では、「クリーンかつ経済

的なエネルギー需給の実現」が成長戦略のテーマの

1つにあげられている。昨今の関連政策の見直しを

始め、中長期的に見れば、エネルギー需給システム

全体の大変革は確実に進展するだろう。たとえば、

供給では新エネルギーの導入、流通では発送電分

離、需要ではスマート化、調達ではメタンハイドレ

ードの採掘に向けた取り組みなどである。

　一方で、日本のエネルギー需要は、今後、減少傾

向にあると考えられている。そのため、エネルギー

サービスの「新旧交代」だけでは、市場全体は縮小

するマイナスサムになり、力強い原動力にはなりえ

ない。新たな価値を生み出すことが、成長の必要条

件である。

　ここでは、具体例として日本のお家芸ともいえる

省エネルギー分野から新世代照明（LED、有機EL）

を取り上げる。現在、照明器具・電球類の国内生産

額は年間約1兆円で（経済産業省生産動態統計、機

械統計2011年度）、近年、急速に白色LEDなどの

LED化が進んでいる。すでに、11年度時点で照明

器具の約半分を占めており、今後は有機ELがその

後を追うと考えられている。

　国内の電力需要のうち、オフィスの約1/4、家庭

の約1/6が照明である。新世代照明を導入し、効率

を2倍にすれば、単純計算でオフィスでは10%程

度、家庭でも7～8%程度の省エネが実現する。

　この新世代照明、特に有機EL照明の技術力や先

行製品の展開において、日本は現在、世界最高の実

力を誇る。有機ELには薄膜である、面自体が光り、

影ができない、また熱を出さない、形状が柔軟、軽

いといった特徴がある。日本の研究者や技術者は、

照明という既存概念を打ち破る製品・サービスを生

み出そうと、日夜開発に取り組んでいる。古い例だ

が、ウォークマンの出現により、「○○しながら音

楽を聴く」という新たな需要が生み出された。有機

ELもその可能性を十分秘めている。

　しかし過去を振り返ると、日本の製品が、さまざ

まな技術でトップに立ち、世界をリードしながら

も、最終的には敗者となってしまうケースも続出し

ている。再度その轍を踏むわけにはいかない。

　すでに日本発で有機EL照明の国際標準化を進め

る動きが始まっている。これを推し進めることに併

せて、一部市場投入が始まっている製品を国際的に

も認知を高めて先行すること、新たなニーズを獲得

しながら市場を形成していくことが重要である。

※　労働力率とは、生産年齢人口（一般には15歳以上人口）に占める働く意思の
ある人の割合。

※１　Siri（Speech Interpretation and Recognition Interface）：音声認識と
自然言語処理を用いたパーソナルアシスタント

※２　O2O（Online to Offline）：ネット上での活動と実店舗での活動の連携・融合
※３　AR（Augmented Reality）：拡張現実。人が知覚する現実環境をコンピュ

ータにより拡張する技術

※　「微細藻類を利用した燃料の開発」（産業競争力懇談会、2012年3月）

○「成長戦略」と「健康長寿社会の実現」のた
めには多様な規制緩和が不可欠である。

○「制度型ニーズ」から「創造型ニーズ」への転
換が必要である。

○成長戦略の実現のためには海外市場への展開
も必要である。

Point

　医療や介護の分野では、国民皆保険制度に象徴さ

れるように、すべての国民が等しくサービスを受け

られる仕組みが前提とされている。そのため、法制

度や診療報酬点数といった報酬体系が決められた上

でのサービス、つまり制度型ニーズに対応した市場

が形成されてきた。

　現在は、保険財政をはじめとした公的資金に支え

られる部分が大きいが、高齢化が進展し、医療や介

護へのニーズが増大するなかでは、そのニーズをカ

バーすることは困難だろう。さらに、人口減少が見

込まれる日本では、税収などの増大も見込みにく

い。今後は、公的資金の負担を高めることなく、医

療や介護の分野を成長産業とすることが重要だ。

　そこで、効率的かつ効果的なサービス提供を実現

するために何と言っても欠かせないのが「民間主導

型サービスの創造（創造型ニーズ）」への転換であ

る。具体的には、健康寿命を延伸するためのシニ

ア・コミュニティなどである。

　そして、そのときにカギとなるのが、現行制度を

取り巻く規制・制度の変革である。

　変革すべき制度・規制としては、主に3点。第1

に、「サービスの基礎となる実施主体の参入障壁の

見直し」である。特に、株式会社による設置・運営

主体としての医療分野への参入は重要な課題であ

り、あわせて法人種別間のイコールフッティング

（税制度、附帯事業などの整合）に取り組んでいく

必要がある。

　第2に、「外国人資格者の登用」である。ＥＰＡ（経

済連携協定）などを通じた外国人人材の育成・受け

入れの推進とともに、施設などの配置基準の見直し

を検討していく必要がある。

　第3に「アクセス向上・時間短縮」である。ＩＣＴ

を活用した遠隔サービス、ネット販売といったサー

ビスの効率化、医薬品・医療機器の研究開発や薬事

申請手続きの簡素化などがあげられる。

　なお、この民間主導型サービス市場も、国内だけ

では飽和状態となることが予想されるため、積極的

に海外に出ていくことも必要だ。アジア諸国などに

も共通して通用するビジネスプランをつくること

が、企業参画の条件になるだろう。例えば、健診や

予防、健康管理、医薬品や医療機器の物流、病院の

清掃・警備などの法制度や保険体系による国家間差

異が少ない周辺事業が考えられる。
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震災復興と植物工場
──農業の成長産業化に向けて
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出所：GEM2012より作成

　　図 主要国の「起業活動」を行った回答者の割合（2012年調査）

出所：財務省「貿易統計」

図 輸出入金額と貿易収支
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図 実質実効為替レートと円ドルレートの推移　
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図 世界農業生産物の輸出額順位（上位5位とTPP交渉参加国）

出所：FAO-STATより2010年データをもとに作成

農業生産全体（2010）
輸出額（億ドル）

1位
2位
3位
4位
5位
10位
13位
14位
18位
20位
24位
26位
31位
51位
52位
190位

アメリカ
オランダ
ドイツ
ブラジル
フランス
カナダ
オーストラリア
マレーシア
メキシコ
ニュージーランド
ベトナム
チリ
シンガポール
日本
ペルー
ブルネイ

1,188.05
773.36
667.05
621.00
616.70
347.03
266.25
259.13
170.64
166.09
104.11
88.18
66.90
32.22
31.93
0.01

農業生産全体（2010）
輸出-輸入（1,000USドル）

1位
2位
3位
4位
5位

199位
200位
201位
202位
203位

ブラジル
アルゼンチン
オランダ
アメリカ合衆国
タイ
韓国
ロシア
イギリス
中国
日本

52,870,892
31,112,023
29,887,373
29,545,354
18,461,811
-14,944,691
-26,010,670
-28,836,215
-45,251,428
-50,594,663

○オランダの農業輸出大国化の成功は、農産物
だけではなくシステムも輸出したことによる。

○日本は、恵まれた国土と農業生産技術、マーケ
ティング力を活かすことで農業輸出大国になれる。

○日本農業の技術とノウハウを結集し、人口が急増
する新興国に農産物とシステム輸出を目指すべき。

Point

　オランダは国土が約337万ha、人口は約1,600

万人と、九州程度だ。平坦だが土地は痩せ、農業に

は厳しい環境にある。しかし農業生産物輸出額は、

米国に次いで世界第２位（約773億ドル）、オラン

ダの全輸出額（約4,921億ドル）の約15.7％を占

める。ちなみに日本農業の輸出額は第51位（約32

億ドル）で、全輸出額の約0.4％である※1。

　実はオランダもすべての農業で輸出している訳で

はない。野菜や卵類の自給率は300％超だが、穀類

や果実類の自給率は日本を下回る（日本の農林水産

省試算）。実際の農業輸出額の半分は、畜産関連や

植物工場で生産されるトマトやパプリカなどであ

る。逆に露地農業は、EUの共通農業政策※2などで

生産者の収入が保証され、有機や環境に配慮した農

業が推奨されているのは周知の通りである。

　オランダでは、農家同士で売れる品種や最新の栽

培技術、マーケット情報を共有し、メーカーや大学

の研究開発にも資金拠出する。また、農家や企業、

研究機関、行政が一体となり、農産物輸出だけでな

く、栽培システムも輸出し現地生産することでオラ

ンダ発の農産物を世界に拡げている。

　一方日本は、南北に長く年間を通じて多様な農産

物を生産する。しかもオランダと並ぶ世界最先端の

環境制御技術で高品質な生産を実現している。しか

し、長い間、国内市場のみを対象にしてきたので、

たとえばイチゴなどは各県で独自開発した品種によ

る、産地間競争を繰り広げた結果、日本産としてま

とまった量を、年間を通じて安定輸出することが難

しい。

　今後、人口増加で食料市場が拡大するのは東南ア

ジアなど低緯度の発展途上地域だ。オランダも積極

的だが、彼らの技術は高緯度の比較的冷涼で、夏季

日照時間が長い所での栽培を前提にする。冷房や遮

熱技術などは多様性を誇る日本に一日の長がある。

　TPPを通じて、日本農業が世界に目を向けるこ

とで、はじめて「チームジャパン」として皆が一致

協力して世界市場を目指すことができる。そのうえ

で、日本が農業輸出化ですべきは、アジア市場に向

けて国産農産物と生産システムをパッケージ化し輸

出することにある。

輸出競争力の重要指標
■　実効為替レートは、対象となる全通貨と当該国

通貨との2通貨間レートを貿易額などでウエイ

ト付けして算出する。名目ベースと物価の影響

を加味する実質ベースがあり、国際的な価格競

争力の指標としては、物価を考慮した実質ベー

スが適している。日本円の実効為替レートは、

BIS（国際決済銀行）が計算した値を日本銀行

がホームページなどで発表している（ウエイト

付けの対象は43通貨）。

■　実効為替レートは、円とドルなど、特定の2通

貨間の為替レートだけでは把握することができ

ない、通貨の実力を表す総合的な指標である。

■　たとえば日本では、円ドルレートが報道などで

よく取り上げられるが、日本の取引相手国は米

国に限らない。為替レートは、輸出競争力を大

きく左右する要素であり、円ドルレートだけみ

ていては、総合的な競争力はつかめない。

海外通貨全般に対して円安化
■　実質実効レートは、円高圏内で一進一退だった

が、昨年半ば頃をボトムに、政権交代による市

場の期待などを織り込みつつ、円安方向に転換

した。特に最近は、円ドルレート以上に実効為

替レートの円安化が進んでいる。

■　これは、円ドルレートの円安化だけでなく、ユ

ーロや新興国を含む海外通貨全般に対して円が

減価していることを表す。

■　円安が輸出数量の押し上げに働くにはタイムラ

グがあること、海外移転などにより以前ほど景

気押上げ効果が大きくないこと、といった留意

点はあるが、それでも実質実効レートの円安化

は、日本の輸出産業の収益改善につながる。

今後の見通し
■　世界経済が概ね回復傾向にあることや日本が

「異次元の金融緩和」に舵を切ったこと、さら

にG20（20カ国・地域財務相・中央銀行総裁

会議）で表立った円安批判はなかったことなど

を勘案すると、2012年秋まで1ドル70円台前

半で既往最高値を狙っていた円高圧力が復活す

ることは難しい。

■　軋みをみせていた日米関係が修復の方向にある

ことも、円安を定着させる土壌となる。日米関

係が良好であれば、緩やかな円安ぐらいなら米

国も容認するだろうし、急激な円高が進んでも

円売り介入がやりやすくなる。

■　リスク要因もある。欧州債務危機問題は、引き

続き最大の不透明要素であり、問題がこじれれ

ば、相対的に信用度の高い日本円が買われ円高

に転じる可能性もある。

■　こうしたリスクが現実にならない限り、世界経

済の回復や日本の金融緩和、日米関係の安定の

いずれも、この先崩れる公算は小さい。円高か

ら円安へと大きく潮目は変化している。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　文中の農業生産物貿易額は、すべてFAO-STAT2010年データによる。オ
ランダの輸出額は、ジェトロ公開のオランダ中央統計局データ、日本の輸
出額は同じく財務省貿易統計データ。

※２　EUの共通農業政策はCAP（Common Agricultural Policy）といい、EU
加盟国内で共通して実施する農業政策で、各国間の保護主義的な農業政
策から、共通市場設立と域内生産力増強に向けて（１）農業者の所得保
証、（２）条件不利地域対策等農村開発政策を２本の柱とし、輸出補助金
や共通関税などを行っている。

注：ここでいう「起業活動」とは、「現在、新しいビジネスなどをはじめようとしていま
すか」などの質問項目への回答状況に基づき、GEMがあらかじめ定めた基準（給与
など）を満たしたもの。
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震災復興と植物工場
──農業の成長産業化に向けて
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○オランダの農業輸出大国化の成功は、農産物
だけではなくシステムも輸出したことによる。

○日本は、恵まれた国土と農業生産技術、マーケ
ティング力を活かすことで農業輸出大国になれる。

○日本農業の技術とノウハウを結集し、人口が急増
する新興国に農産物とシステム輸出を目指すべき。

Point

　オランダは国土が約337万ha、人口は約1,600

万人と、九州程度だ。平坦だが土地は痩せ、農業に

は厳しい環境にある。しかし農業生産物輸出額は、

米国に次いで世界第２位（約773億ドル）、オラン

ダの全輸出額（約4,921億ドル）の約15.7％を占

める。ちなみに日本農業の輸出額は第51位（約32

億ドル）で、全輸出額の約0.4％である※1。

　実はオランダもすべての農業で輸出している訳で

はない。野菜や卵類の自給率は300％超だが、穀類

や果実類の自給率は日本を下回る（日本の農林水産

省試算）。実際の農業輸出額の半分は、畜産関連や

植物工場で生産されるトマトやパプリカなどであ

る。逆に露地農業は、EUの共通農業政策※2などで

生産者の収入が保証され、有機や環境に配慮した農

業が推奨されているのは周知の通りである。

　オランダでは、農家同士で売れる品種や最新の栽

培技術、マーケット情報を共有し、メーカーや大学

の研究開発にも資金拠出する。また、農家や企業、

研究機関、行政が一体となり、農産物輸出だけでな

く、栽培システムも輸出し現地生産することでオラ

ンダ発の農産物を世界に拡げている。

　一方日本は、南北に長く年間を通じて多様な農産

物を生産する。しかもオランダと並ぶ世界最先端の

環境制御技術で高品質な生産を実現している。しか

し、長い間、国内市場のみを対象にしてきたので、

たとえばイチゴなどは各県で独自開発した品種によ

る、産地間競争を繰り広げた結果、日本産としてま

とまった量を、年間を通じて安定輸出することが難

しい。

　今後、人口増加で食料市場が拡大するのは東南ア

ジアなど低緯度の発展途上地域だ。オランダも積極

的だが、彼らの技術は高緯度の比較的冷涼で、夏季

日照時間が長い所での栽培を前提にする。冷房や遮

熱技術などは多様性を誇る日本に一日の長がある。

　TPPを通じて、日本農業が世界に目を向けるこ

とで、はじめて「チームジャパン」として皆が一致

協力して世界市場を目指すことができる。そのうえ

で、日本が農業輸出化ですべきは、アジア市場に向

けて国産農産物と生産システムをパッケージ化し輸

出することにある。

輸出競争力の重要指標
■　実効為替レートは、対象となる全通貨と当該国

通貨との2通貨間レートを貿易額などでウエイ

ト付けして算出する。名目ベースと物価の影響

を加味する実質ベースがあり、国際的な価格競

争力の指標としては、物価を考慮した実質ベー

スが適している。日本円の実効為替レートは、

BIS（国際決済銀行）が計算した値を日本銀行

がホームページなどで発表している（ウエイト

付けの対象は43通貨）。

■　実効為替レートは、円とドルなど、特定の2通

貨間の為替レートだけでは把握することができ

ない、通貨の実力を表す総合的な指標である。

■　たとえば日本では、円ドルレートが報道などで

よく取り上げられるが、日本の取引相手国は米

国に限らない。為替レートは、輸出競争力を大

きく左右する要素であり、円ドルレートだけみ

ていては、総合的な競争力はつかめない。

海外通貨全般に対して円安化
■　実質実効レートは、円高圏内で一進一退だった

が、昨年半ば頃をボトムに、政権交代による市

場の期待などを織り込みつつ、円安方向に転換

した。特に最近は、円ドルレート以上に実効為

替レートの円安化が進んでいる。

■　これは、円ドルレートの円安化だけでなく、ユ

ーロや新興国を含む海外通貨全般に対して円が

減価していることを表す。

■　円安が輸出数量の押し上げに働くにはタイムラ

グがあること、海外移転などにより以前ほど景

気押上げ効果が大きくないこと、といった留意

点はあるが、それでも実質実効レートの円安化

は、日本の輸出産業の収益改善につながる。

今後の見通し
■　世界経済が概ね回復傾向にあることや日本が

「異次元の金融緩和」に舵を切ったこと、さら

にG20（20カ国・地域財務相・中央銀行総裁

会議）で表立った円安批判はなかったことなど

を勘案すると、2012年秋まで1ドル70円台前

半で既往最高値を狙っていた円高圧力が復活す

ることは難しい。

■　軋みをみせていた日米関係が修復の方向にある

ことも、円安を定着させる土壌となる。日米関

係が良好であれば、緩やかな円安ぐらいなら米

国も容認するだろうし、急激な円高が進んでも

円売り介入がやりやすくなる。

■　リスク要因もある。欧州債務危機問題は、引き

続き最大の不透明要素であり、問題がこじれれ

ば、相対的に信用度の高い日本円が買われ円高

に転じる可能性もある。

■　こうしたリスクが現実にならない限り、世界経

済の回復や日本の金融緩和、日米関係の安定の

いずれも、この先崩れる公算は小さい。円高か

ら円安へと大きく潮目は変化している。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　文中の農業生産物貿易額は、すべてFAO-STAT2010年データによる。オ
ランダの輸出額は、ジェトロ公開のオランダ中央統計局データ、日本の輸
出額は同じく財務省貿易統計データ。

※２　EUの共通農業政策はCAP（Common Agricultural Policy）といい、EU
加盟国内で共通して実施する農業政策で、各国間の保護主義的な農業政
策から、共通市場設立と域内生産力増強に向けて（１）農業者の所得保
証、（２）条件不利地域対策等農村開発政策を２本の柱とし、輸出補助金
や共通関税などを行っている。

注：ここでいう「起業活動」とは、「現在、新しいビジネスなどをはじめようとしていま
すか」などの質問項目への回答状況に基づき、GEMがあらかじめ定めた基準（給与
など）を満たしたもの。
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指標で見る
内外経済 3

指標で見る
内外経済 2 米国家計の負債圧縮は一服 洪水から回復し内外需の

両輪で成長するタイ経済

図 物価下落についての感想

出所：日本銀行「生活意識に関するアンケート調査（第51回）」
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出所：タイ国家経済社会開発庁より三菱総合研究所作成

図 タイのGDP項目別の回復状況
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　　などを含む。
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洪水後の回復状況
■　2011年秋の大洪水の際、タイ中部は広範囲で

約2カ月の間浸水した。被災地域に集積してい

た電気機械産業や自動車産業のサプライチェー

ンは深刻な影響を受け、経済的損失は1.3兆バ

ーツ（約3.5兆円）にのぼった。

■　タイへの直接投資に占める日本の比率は6割程

度（11年）と、日系企業の集積度も高い。洪水

によって電子部品などタイからの部品輸入が停

止し、日本国内の生産にも影響が大きかった。

■　しかし、復旧は早かった。競合企業間の生産協

力も見られ、3カ月後の12年2月には、ほぼ

被災前の生産水準を回復した。

■　タイの実質GDPは、復興需要による押上げもあ

り、12年4-6月期に洪水前の水準を回復。12

年全体で前年比＋5.3%の高成長を達成した。

タイの経済構造
■　タイは豊富な資源をもたないが、自動車や電気

機械分野の部品製造など、下請け企業の集積が

進んでいる。そのため内部調達率が高く、産業

構造は厚みがある。

■　輸出品目をみると、1次産品は約1割で、電気

機械など高度加工品が4割を占める。貿易相手

国（輸出入計）では中国やASEANの比率が増

えているが、依然として日本が15%で最大で

ある。

■　海外からの直接投資が増加し、生産活動が拡大

するなか、都市部を中心に労働需給のひっ迫が

深刻化しており、失業率は1%を下回る極めて

低い水準にある。過去の人口抑制策の影響で、

若年人口比率（15-24歳）が低下傾向にあるこ

とも原因の1つだ。

■　政府の内需拡大策によって最低賃金が引き上げ

られ、製造業作業員の賃金は、この2年間で

30%上昇。賃金上昇は中間層の拡大による内

需増に資する一方で、タイの生命線である輸出

競争力の低下を招きかねず、両刃の剣である。

今後の成長に向けた課題と可能性
■　タイの一人あたりGNI※1は、11年時点で4,400

ドルと、上位中所得国※2の仲間入りを果たし

た。より賃金が低く、人口規模の大きいインド

ネシアやベトナムが生産拠点として存在感を高

めるなか、今後は労働集約的産業だけでは生き

残れない。

■　高所得国への移行に向けては、外資導入のみな

らず、人的資本の強化など、内生的な生産性向

上による産業の高度化が必要となろう。

借入れに依存した消費体質が崩壊
■　米国住宅市場は、わが国に比べ中古住宅市場の

規模が大きく※1、住宅資産の売買も容易である

ことから、一軒目を担保にセカンドハウスを購

入するケースが多い。また、家計は、ホーム・

エクイティ・ローン※2など住宅価格上昇に依

存した借入れによって消費を拡大させてきた。

つまり、住宅価格上昇がさらなる住宅購入や消

費の喚起につながりやすかったと言える。

■　しかし、2007年の住宅バブル崩壊後、住宅価

格が大幅に下落し、住宅担保価値がローン残高

を下回る「債務超過」の家計が急増した。債務

返済を優先せざるをえず、これまでの消費水準

を維持できなくなった。

■　加えて、金融機関が貸出態度を厳格化し、消費

者ローンや住宅ローンは大幅に減少した。

デレバレッジは収束の兆し
■　信用収縮に直面した米国家計は、米連邦準備制

度理事会（FRB）による金融緩和や政府による

住宅ローン借換え促進策などに支えられなが

ら、デレバレッジ（負債返済・圧縮）を進めて

きた。その結果、家計の債務残高は08年7-9

月期をピークに減少に転じ、足もとの負債の対

可処分所得比率は、03年頃の水準まで低下し

ている。

■　また、歴史的な低金利を背景に、家計の元利払

いの返済額も大幅に減少し、ローンの延滞率も

依然高い水準ではあるものの、10年以降、低

下を続けている。

負債圧縮の一服と資産効果が消費を
下支え
■　変化は資産サイドでもみられる。株価（NYダ

ウ平均株価）が史上最高値を更新したほか、12

年後半頃からの住宅市況改善に伴い住宅資産価

値の目減りにも歯止めがかかったとみられる。

■　このような状況下、米国家計の債務残高は、直

近の12年10-12月期に、約4年に及ぶ減少トレ

ンドから増加に転じた。内訳をみると、クレジ

ットカードローンや、自動車ローンの借入額が

増加しており、消費性向の上昇が示唆される。

■　雇用市場の回復の遅れや給与税率引き上げによ

り、所得の改善は緩やかなものにとどまってい

る。しかし、バブル崩壊以降に続いていた家計

のデレバレッジの動きが収束に向かい、「資産

効果」の支えにより家計の消費性向が高まれ

ば、個人消費の回復を後押しするであろう。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　ホーム・エクイティ・ローンとは、住宅の純資産価値（住宅資産- 住宅ロー
ン未払い残高）を担保としてローンを設定するもの。

※１　Gross National Income（国民総所得）：国内で生み出された付加価値
（GDP）に海外からの所得の純受取を加えたもの。

※２　世界銀行の定義（World Bank Atlas Method 2012）によると、一人あた
りGNIをベースに以下の基準で分類している。低所得国：1,025ドル以下、
下位中所得国：1,026-4,035ドル、上位中所得国：4,036-12,475ドル、
高所得国：12,476ドル以上。

※１　Public Private Partnershipの略称。官民共同で進める事業形態を指す。

※１　日本のGDPの約半分の規模。
※２　2012年6月末現在、GDP比約18％とドイツの銀行（約8％）の約2倍に

のぼる。
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5月号

2012年 2013年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

2.6 4.0 1.6 1.7 1.8 ▲0.9 ▲0.1 0.2 ▲0.7 2.4 0.8

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

5.7 ▲14.8 5.6 4.6 ▲3.3 ▲4.3 2.6 3.9 2.8 ▲13.1 7.5

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲0.7 0.1 ▲3.2 ▲4.1 1.4 ▲2.5 ▲2.1 ▲1.3 ▲0.1 1.3 ▲0.8 2.3

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲3.8 4.9 ▲3.1 0.9 ▲0.8 5.3 ▲9.1 2.5 1.9 ▲0.6 1.1 ▲2.4

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

▲0.2 ▲3.4 0.4 ▲1.0 ▲1.6 ▲4.1 1.6 ▲1.4 2.4 0.3 0.6

完全失業率
総務省 「労働力調査」 ％

4.5 4.4 4.3 4.3 4.2 4.3 4.2 4.2 4.3 4.2 4.3

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

0.2 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.1 0.0 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.2 ▲0.3

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

▲0.7 ▲0.9 ▲1.5 ▲2.3 ▲2.0 ▲1.5 ▲1.1 ▲1.1 ▲0.7 ▲0.4 ▲0.1 ▲0.5

2013年5月（Vol.20）

株式会社三菱総合研究所
広報・IR部　広報室
〒100-8141
東京都千代田区永田町二丁目10番3号
TEL:03-6705-6000
URL http://www.mri.co.jp/

主要経済統計データ

　昨年12月に発足した安倍政権の大胆な金融緩和で円安

が急速に進んだ。製造業はここで一息入れることなく、加

速するグローバル化への対応を急がねばならない。

　製造業がグローバル競争で勝ち抜くためには、組織的、

計画的なイノベーション活動の継続が必要である。製造業

が置かれる状況は常に変化している。過去の延長線上に

解はなく、また、すべてに対処できる「万能薬」的な解は

ない。成功の条件は、イノベーション、市場、お客様、そ

して製造業ビジネスの本質を理解した上で、状況に応じた

方法で考え、行動することである。

　まず、イノベーションの本質は、新しい、もしくはより大

きな価値を生む活動である。その対象は、技術だけでな

く、プロセス、ビジネスモデルなど多岐にわたる。また、

新しい要素技術だけでなく、既存の技術をシステム的に統

合して新しい価値を生むことも含まれる。市場・お客様だ

けでなく、製造業自身にも大きな価値を与えねばならな

い。それゆえ、製造業は、イノベーション活動の推進にお

いて、その成果を刈り取るプロセス・仕組みの設計に十分

配慮すべきである。

　次に、グローバル市場の本質は、お客様ニーズ、事業

機会、競争環境が多様であり、かつ時間的な変化が速い

ことである。ここで、勝ち抜くためには、自社の企業能力

を客観的に評価し、「身の丈」にあった事業・お客様の絞

り込みを行い、市場の認知度を高めることが必要である。

さらに、市場・お客様の想定外の反応を敏感に感じ取り、

素早く事業運営に反映する能力を身につけねばならない。

　最後に、製造業ビジネスの本質は、バリューチェーンを

通してお客様のニーズを製品やサービスに変え、対価とし

てお金を貰うビジネスである。これに沿って考えれば、「製

造業にお金をくれる存在はお客様だけで、どんなに優れ

た摺合せをやろうとも社内にはコストしかない」「ものづく

りの強さとは、バリューチェーンの強さであり、工作現場

の匠の技に依るものではない」ことは自明である。それゆ

え、製造業にとって最も大切な活動は、お客様の真のニー

ズを把握するためのマーケティング、それに沿った新製品

の短期開発、そして社内コスト最小化のためのプロセスイ

ノベーションである。

　製造業がグローバル競争で勝ち抜くには、上記の本質を

よく理解し、そのための必要十分条件をしっかり検討し、

実践するしかない。

　持続可能な資源利用に関する『ハーマン・デイリーの原

則』というのをご存知だろうか。①再生可能な資源の利用

速度は、再生の速度を超えないようにする、②再生不可能

な資源は、再生可能な資源による代替が可能なペースで利

用する、③「汚染物質」の排出速度は、環境による循環・吸

収・無害化の速度を超えないようにする、という３つだ。

　一方、（自然環境のなかでは）再生不可能な資源の代表

選手である金属資源は、(ⅰ)地球上では有限だが、(ⅱ)原理

的には不滅で人為的に再生可能といった特徴がある。ここ

から導かれる再生不可能資源の持続的利用のための基本

戦略は“グローバルレベルでの資源の使い回し”だ。

　例えば、人間にとって最も馴染み深い金属である鉄につ

いて見てみよう。これまでの分析結果に基づき、人間一人に

必要な鉄鋼のストック量が社会インフラなどを含めて10ト

ンと想定すると、2050年の世界人口90億人のために必要

な鉄の総量は900億トンとなる。これは、既に世界で使われ

ている鉄のストック量と現在確認されている残存埋蔵量の

合計とほぼ同レベルである。すなわち、1人10トンの鉄を上

手く使い回すサイクルができれば、人類全体が持続的に鉄

を使い続けることができると言える。

　一見、超長期の原理原則のようにも見えるが、日本の製

造業が世界のなかでポジションを維持・向上していくため

には、このような持続的な資源利用体系の構築を目標とし

て足下から行動することがカギとなる。資源の使い回しで

重要となるのが、素材や製品の生産から廃棄以降までを管

理する「ライフサイクルマネジメント」の概念である。具体的

には、①解体・再生を前提とした製品づくりと連携したリサ

イクルシステムである“リバースマニュファクチャリング(逆生

産)”、②素材を適切に分別することでトレーサビリティーを

強化して循環を効かす“素材マネジメント”などである。

　①は既に家電・自動車などで実施され始めており、②は

検討が始まっている段階だ。こうした実績を踏まえて、グ

ローバルなモノの流れのなかで、日本から輸出した製品を

再び日本に戻し素材への逆工程を日本が担うなど、製品の

ライフサイクル全体を管理するビジネスモデルを世界規模

で構築できれば、日本の製造業は優位性を発揮できる。
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